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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　撮像素子用の撮像レンズであって、物体側から像側に向かって順に、物体側に凸面を向
けた正の屈折力を有する第１レンズと、開口絞りと、物体側に凹面を向けたメニスカス形
状で負の屈折力を有する両面が非球面の第２レンズと、像側に凹面を向けたメニスカス形
状で正の屈折力を有する両面が非球面の第３レンズとから成り、前記第２レンズの物体側
の面には回折光学面が形成されており、前記第３レンズの物体側の面および像側の非球面
には光軸上以外の位置に変極点が形成されており、以下の条件式（１）から（４）を満足
することを特徴とする撮像レンズ。
（１）８．０＜ｆｄｏｅ／ｆ＜２６．０
（２）２０＜νｄ１－νｄ２＜４０
（３）２０＜νｄ３－νｄ２＜４０
（４）０．８＜ｉｈ／ｆ＜０．９５
ただし、
ｆｄｏｅ：回折光学面の焦点距離
ｆ　　：撮像レンズ全系の焦点距離
νｄ１：第１レンズのｄ線に対するアッベ数
νｄ２：第２レンズのｄ線に対するアッベ数
νｄ３：第３レンズのｄ線に対するアッベ数
ｉｈ  ：最大像高
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【請求項２】
　前記回折光学面は有効径内における輪帯数が１０以下であり、光軸上に結像する光線が
通過する領域における輪帯数が５以下であることを特徴とする請求項１に記載の撮像レン
ズ。
【請求項３】
　以下の条件式（５）を満足することを特徴とする請求項１または２に記載の撮像レンズ
。
（５）０．２＜ｔ３／｜ｒ３｜＜０．６
ただし、
ｔ３：開口絞りから第２レンズの物体側の面までの光軸上の距離
ｒ３：第２レンズの物体側の面の曲率半径
【請求項４】
　以下の条件式（６）、（７）を満足することを特徴とする請求項１または２に記載の撮
像レンズ。
（６）－１．２＜（ｒ１＋ｒ２）／（ｒ１－ｒ２）＜－０．６
（７）－７．０＜（ｒ３＋ｒ４）／（ｒ３－ｒ４）＜－１．２
ただし、
ｒ１：第１レンズの物体側の面の曲率半径
ｒ２：第１レンズの像側の面の曲率半径
ｒ３：第２レンズの物体側の面の曲率半径
ｒ４：第２レンズの像側の面の曲率半径
【請求項５】
以下の条件式（８）から（１０）を満足することを特徴とする請求項１または２に記載の
撮像レンズ。
（８）１．０＜ｆ１／ｆ＜１．５
（９）－６．０＜ｆ２／ｆ＜－１．０
（１０）０．７＜ｆ３／ｆ＜２．４
ただし、
ｆ１：第１レンズの焦点距離
ｆ２：第２レンズの回折光学面を含む焦点距離
ｆ３：第３レンズの焦点距離
ｆ　：撮像レンズ全系の焦点距離
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、小型の撮像装置に使用されるＣＣＤセンサやＣ-ＭＯＳセンサの固体撮像素
子上に被写体の像を結像させる撮像レンズに関し、特に、小型化、薄型化が進むスマート
フォンや携帯電話機およびＰＤＡ（Ｐｅｒｓｏｎａｌ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ａｓｓｉｓｔａ
ｎｔ）やゲーム機、ＰＣなどの情報端末機器、更にはカメラ機能が付加された家電製品等
に搭載される撮像装置に内蔵する撮像レンズに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、スマートフォンを始めとする携帯端末機器や家電製品等にカメラ機能が搭載され
ることが一般的になっている。最近ではデジタルスティルカメラの画像と遜色ない高解像
度のカメラ機能を搭載した高級機が登場する一方で、ある程度の性能を備えた低価格帯の
普及機のニーズも依然として高い。３枚構成の撮像レンズは、ある程度の解像性能を備え
、機器の薄型化に対応が可能で、更に低コストでの提供が望めるため、低価格帯の普及機
に搭載する撮像レンズとして適している。しかし、近年では、撮像素子の小型化、高画素
化に伴って、益々画素サイズは微細化され、高密度化されてきている。最近では画素ピッ
チが１．２ミクロンを下回るような撮像素子も提案されている。このような撮像素子に対
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応する撮像レンズには、収差が小さいというだけでは不十分になりつつあり、従来一般的
であったＦ２．８よりも、さらに明るい光学系が要求されるようになっている。また、特
に携帯端末機器に関しては、製品の薄型化に適用が可能な、十分に低背化された撮像レン
ズが望まれている。さらに、上述した高性能化や低背化の要求に加えて、多種多様なカメ
ラ機能を備えた製品に柔軟に適用するために、被写体の像を広範囲に取り込むことができ
る撮像レンズが望まれている。
【０００３】
　従来、３枚で構成される撮像レンズとして、例えば特許文献１に記載の撮像レンズは、
物体側より順に、開口絞りと、正の屈折力を有する第１レンズと、負の屈折力を有する第
２レンズと、第３レンズとにより構成されており、第３レンズは、両面が、光軸近傍では
物体側に凸面を向けた形状となりレンズ外周部近傍では物体側に凹面を向けた形状となる
ように、光軸からの距離に従って屈折力を変化させた非球面で構成し、第１レンズの光軸
上の厚さと第１レンズと第２レンズとの光軸上の空気間隔、および第３レンズの焦点距離
、さらに第１レンズの物体側と像側の曲率半径の関係を規定することで、広角化を実現し
ている。
【０００４】
　また、特許文献２に記載の撮像レンズには、回折光学面を利用して色収差を補正する光
学系が開示されている。特許文献２に記載の撮像レンズは、少なくとも３枚のレンズを備
え、これらレンズが有するレンズ面のうち、少なくとも一つのレンズ面に回折面が形成さ
れた撮像光学系であって、最も像側に位置するレンズが備えるレンズ面のうちの少なくと
も一方のレンズ面が、その中心では負の光学的パワーを持ち、周辺部に向かうに従い光学
的パワーが正の方向に変化するレンズ面で構成することによって、小型化とテレセントリ
ック性を高めた光学系が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１０－１１３３０６号公報
【特許文献２】特開２００７－１２７９５３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１によれば、全画角で７６°から７８°の広い被写体を撮影可能で、比較的良
好な収差補正がなされている。しかし、Ｆ値は２．８であり、上述したような小型化、高
密度化された撮像素子に適用するには課題がある。また、特許文献１では、光学全長が４
．６ｍｍから５．５ｍｍであり、撮像素子の有効撮像面の対角線の長さとの比（光学全長
÷撮像素子の有効撮像面の対角線の長さ、以降対角比という）は１．０程度に低背化され
ているものの、さらなる低背化とともに、Ｆ２．８以下の明るさを確保するには収差補正
の観点から限界がある。
【０００７】
　特許文献２によれば、全画角が最大で７２°の被写体を撮影可能で、比較的良好な収差
補正がなされている。しかし、屈折力の配列は物体側から正、正、負であり、第１レンズ
と第２レンズとの組み合わせで色収差を補正する構成ではなく、回折光学面によって色収
差を補正する構成になっている。回折光学面による色収差補正の依存度が高いと、レンズ
面に形成する輪帯数が増える傾向となり、フレアの問題が発生しやすい。回折光学面を２
面形成することでこの問題を対策する場合は、相互の回折光学面の芯ずれが起きない様、
高精度なレンズ成型と高精度な組み立てが要求されるため、製造上の難易度が高くなる。
また、低背化については、最も像側に位置する第３レンズの屈折力が負であり、バックフ
ォーカスを長くとる構造になっているため、その分低背化が困難である。特許文献２にお
いて、３枚で構成される撮像レンズの光学全長は６．８ｍｍ程度と長く、対角比は１.１
を上回っている。バックフォーカスを小さくして低背化を狙う場合、第３レンズへの入射
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角を大きくする必要が生じるため、その結果第２レンズの有効径が大きくなりやすい。レ
ンズが大径化すれば、それに伴って、球面収差、コマ収差も増大するため、性能を維持し
て更なる低背化を実現することには限界がある。また、特許文献２に開示されている撮像
レンズのＦ値は３．３であり、近年の高密度化された撮像素子に適用するには課題がある
。
【０００８】
　本発明は上述した従来技術の課題に鑑みてなされたものであり、その目的は、近年の携
帯端末機器等の薄型化や高密度化された撮像素子に十分適応可能な低背、小型で、明るく
、広画角でありながら、諸収差が良好に補正された高性能な３枚構成の撮像レンズを低コ
ストで提供することにある。
【０００９】
　なお、ここでいう低背とは、光学全長が撮像素子の有効撮像面の対角線の長さよりも短
いレベル、すなわち対角比が１．０以下のレベルを指しており、広角とは全画角で８０°
以上のレベルを指している。また、撮像素子の有効撮像面の対角線の長さとは、撮像レン
ズに入射した最大画角からの光線が撮像面に入射する位置の光軸から垂直な高さ、すなわ
ち最大像高を半径とする有効像円の直径と同一の距離として扱っている。
【００１０】
　また、レンズの面形状について、凸面、凹面とは近軸（光軸近傍）における形状を指す
ものであり、非球面に形成される変極点とは、接平面が光軸と垂直に交わる非球面上の点
を意味するものとする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記の課題を解決するために、本発明の撮像レンズは、撮像素子用の撮像レンズであっ
て、物体側から像側に向かって順に、物体側に凸面を向けた正の屈折力を有する第１レン
ズと、開口絞りと、物体側に凹面を向けたメニスカス形状で負の屈折力を有する両面が非
球面の第２レンズと、像側に凹面を向けたメニスカス形状で正の屈折力を有する両面が非
球面の第３レンズとから成り、第２レンズの物体側の面には回折光学面が形成されており
、第３レンズの物体側の面および像側の非球面には光軸上以外の位置に変極点が形成され
ており、以下の条件式（１）から（４）を満足するよう構成している。
（１）８．０＜ｆｄｏｅ／ｆ＜２６．０
（２）２０＜νｄ１－νｄ２＜４０
（３）２０＜νｄ３－νｄ２＜４０
（４）０．８０＜ｉｈ／ｆ＜０．９５
ただし、
ｆｄｏｅ：回折光学面の焦点距離
ｆ：撮像レンズ全系の焦点距離
νｄ１：第１レンズのｄ線に対するアッベ数
νｄ２：第２レンズのｄ線に対するアッベ数
νｄ３：第３レンズのｄ線に対するアッベ数
ｉｈ：最大像高
ｆ　：撮像レンズ全系の焦点距離
【００１２】
　上記構成の撮像レンズは、物体側から順に正、負、正のパワー配列としてテレフォト性
を高めながら低背化を容易にし、各レンズへの最適なパワー配分、および非球面を多用す
ることで性能の向上を図っている。高性能な撮像レンズの条件の一つとして、色収差がど
こまで補正出来ているかが重要な問題になるが、上記構成の撮像レンズは、使用するレン
ズ材料を適切に組み合わせることで、正の第１レンズで発生する色収差を両面が非球面の
負の第２レンズで補正し、さらに負の第２レンズの物体側の凹面に適切な回折光学面を形
成することによって、色収差の問題の解決を図っている。また、最も像側に位置する第３
レンズの両面を、光軸上以外の位置に変極点が形成された非球面形状に形成することで、
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撮像素子への光線入射角を制御するとともに、像面湾曲と歪曲収差をバランスよく補正す
る。また、第３レンズの屈折力を正にすることで、第３レンズへの光線入射角を小さく抑
えている。従って、第２レンズの有効径の増大を防止し、球面収差、コマ収差の発生を抑
えることを容易にする。このような構成にすることで低Ｆ値、かつ広画角であっても収差
が良好に補正された撮像レンズを実現する。
【００１３】
　上記構成の撮像レンズは、回折光学面を適切な位置に形成することで色収差を良好に補
正し、従来の３枚構成の撮像レンズに比較して高性能化を図るものである。周知のように
、回折光学面は光路差関数で定義される光路差を発生させるレリーフによって構成される
ものである。通常、レンズ材料のｅ線におけるアッベ数は２５から８０なのに対して、回
折光学面のｅ線のアッベ数は約－３．３と逆符号でおよそ一桁大きな分散を示す性質があ
る。上記構成の撮像レンズにおいては、色収差の補正のために少なくとも２種類の分散の
異なる材料を組み合わせた従来の色収差補正の手法に加えて、第２レンズの物体側の面に
回折光学面を形成することで、より効果的な色収差補正を実現する。
【００１４】
　ここで、回折光学面を配置する適切な位置とは、回折効率を高めるために、入射する光
線束の面積（Ｆｏｏｔｐｒｉｎｔ）が大きな面、すなわち開口絞りに近い面が最も望まし
く、本発明では開口絞りに近い第２レンズの物体側の面に設定している。また、この位置
は、回折光学面によるフレアの発生を抑制できる位置でもある。すなわち、正の第１レン
ズから出射した光線は、収束方向に向かうため、第２レンズの物体側に形成された回折光
学面の輪帯の段差部における断面部への入射角度は小さなものとなる。従って、当該断面
部で発生する乱反射が最小に抑えられ、フレアの発生を抑制することが可能になる。この
ように、第２レンズの物体側の面に回折光学面を形成することで、高い回折効率を得て色
収差を好適に補正するとともに、フレアの発生を好適に抑制する。なお、第３レンズに回
折光学面を形成する場合は、開口絞りから遠いため、第３レンズに入射する光線束の面積
は小さなものとなり、回折効率を高めるには輪帯の数を増やす必要が生じるが、その場合
、輪帯部で乱反射する光線が増えてフレアが増加傾向になり、鮮明な画像を得ることが困
難になる。さらに、タンジェンシャル像面に対する色収差補正が十分機能しないことにな
る。一方、第１レンズの物体側、又は像側の面に回折光学面を形成する場合、輪帯部への
入射角が大きくなることでフレアの問題が生じるとともに、外観上も望ましくない。
【００１５】
　条件式（１）は、撮像レンズ全系の焦点距離に対する回折光学面の焦点距離を規定する
ものであり、良好に色収差を補正するための条件である。条件式（１）の上限値を上回る
場合、回折光学面の屈折力が弱くなり過ぎるため、色収差の補正が十分に機能しない。条
件式（１）の下限値を下回る場合、回折光学面の屈折力が強くなり過ぎるため、この場合
も良好な色収差の補正ができなくなる。
【００１６】
　条件式（２）は第１レンズと第２レンズのアッベ数の差を、条件式（３）は第３レンズ
と第２レンズのアッベ数の差を、それぞれ適切な範囲に規定するものであり、ともに色収
差補正の効果を高めるための条件である。第２レンズに高分散な材料を用い、第１レンズ
および第３レンズに低分散な材料を用い、条件式（２）及び条件式（３）の範囲にするこ
とで、回折光学面による色収差補正機能と併せて良好な色収差補正が可能になる。さらに
、条件式（２）および条件式（３）の範囲は、安価なプラスチック材料での製造が可能で
あり、本発明の目的の一つである撮像レンズの低コスト化を可能にする。
【００１７】
　条件式（４）は画角の範囲を規定するものである。周知のように、画角をω、最大像高
をｉｈ、撮像レンズ全系の焦点距離をｆとしたとき、収差の影響を考慮しない条件の下で
、画角はω＝ｔａｎ－１（ｉｈ／ｆ）で得られる。つまり、条件式（４）の範囲における
全画角２ωは７７°から８７°の広い範囲の被写体の像を取り込めることを意味する。条
件式（４）の上限値を上回る場合は、画角が広くなり過ぎて良好な収差補正の範囲を超え



(6) JP 6292711 B2 2018.3.14

10

20

30

40

50

てしまう。すなわち、コマ収差が増大することで非点収差が悪化し、収差の補正が困難な
領域になる。条件式（４）の下限値を下回る場合、コマ収差を抑制し性能を向上させるに
は有利になるが、近年要求される広い画角への対応が出来ない。
【００１８】
　また、上記構成の撮像レンズおいて、第２レンズの物体側に形成する回折光学面は、レ
ンズ面の有効径内における輪帯数が１０以下であり、光軸上に結像する光線が通過する領
域における輪帯数が５以下であることが望ましい。
【００１９】
　回折光学面の輪帯の数については、輪帯を形成する段差部における断面部での乱反射に
起因するフレアの発生を抑制するため適切な数に設定する必要がある。また、光軸に平行
に入射する光線と、軸外から入射する光線の両方に対してフレアの影響を抑える必要があ
る。本発明の撮像レンズでは、レンズ有効径内における輪帯数は１０以下であり、かつ光
軸上に結像する光線が通過する領域における輪帯数を５以下にすることで、フレアの発生
を抑制する。
【００２０】
　なお、回折光学面の輪帯数に関し、レンズ有効径内における輪帯数を８以下とし、かつ
光軸上に結像する光線が通過する領域における輪帯数を３以下にすることがより好ましい
条件である。
【００２１】
　また、本発明の撮像レンズは以下の条件式（５）を満足することが望ましい。
（５）０．２＜ｔ３／｜ｒ３｜＜０．６
ただし、
ｔ３：開口絞りから第２レンズの物体側の面までの光軸上の距離
ｒ３：第２レンズの物体側の面の曲率半径
【００２２】
　条件式（５）は開口絞りと回折光学面との位置関係を、開口絞りから回折光学面までの
光軸上の距離と回折光学面の近軸曲率半径を用いて規定するものであり、複次回折光によ
るフレアの発生を抑制するための条件である。回折光学面を採用する際、いかに回折光学
面への光線入射角を小さく抑え、複次光によるフレアの発生を抑制できるかが、鮮明な画
像を得る上で重要になる。条件式（５）の上限値を上回る場合、開口絞りと回折光学面と
の距離が遠ざかり、軸外から回折光学面へ入射する光線の入射角が小さくなるため、フレ
アの発生を抑制するには有利になる。しかし、その場合第１レンズと第２レンズとの間隔
を広げざるを得ず、その結果低背化が困難になってしまう。条件式（５）の下限値を下回
る場合、開口絞りと回折光学面との距離が近づき過ぎ、低背化には有利になるが、軸外か
ら回折光学面へ入射する光線の入射角が大きくなり、フレアの発生が増大するため好まし
くない。
【００２３】
　また、本発明の撮像レンズは以下の条件式（６）、（７）を満足することが望ましい。
（６）－１．２＜（ｒ１＋ｒ２）／（ｒ１－ｒ２）＜－０．６
（７）－７．０＜（ｒ３＋ｒ４）／（ｒ３－ｒ４）＜－１．２
ただし、
ｒ１：第１レンズの物体側の面の曲率半径
ｒ２：第１レンズの像側の面の曲率半径
ｒ３：第２レンズの物体側の面の曲率半径
ｒ４：第２レンズの像側の面の曲率半径
【００２４】
　条件式（６）は、第１レンズの近軸における形状を規定し、広角化に対応しながら幾何
光学収差、特にコマ収差を抑制するための条件である。条件式（６）の範囲は、第１レン
ズが物体側に凸面を向けたメニスカス形状から両凸形状になることを示すものである。条
件式（６）の上限値を上回る両凸形状になると、第１レンズの正の屈折力の増加にバラン
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スさせるため、第２レンズの負の屈折力を増加させる必要があるが、その場合、球面収差
、軸外におけるコマ収差、非点収差、さらに倍率色収差も増大するため、広角化に伴う諸
収差の補正が困難になる。一方、条件式（６）の下限値を下回るメニスカス形状になると
、第１レンズの物体側の曲率半径が小さくなるため、広い画角からの光線を取り込みやす
くなるものの、製造誤差感度が上昇するとともに、球面収差、コマ収差、および非点収差
が悪化するため好ましくない。
【００２５】
　また、条件式（７）は第２レンズの近軸における形状を規定し、良好な色収差補正を行
うための条件である。条件式（７）の値が上限値を上回る場合、第２レンズの負の屈折力
が強くなるため、色収差の補正には有利になるが、焦点距離や光学全長が長くなるため、
広角化、および低背化が困難になる。さらに、負の屈折力を相殺するために第１レンズの
正の屈折力を強くせざるを得ず、球面収差、コマ収差、非点収差が悪化する。条件式（７
）の下限値を下回る場合、第２レンズの負の屈折力が弱くなるため、焦点距離や光学全長
を短くし、広角化および低背化には有利になるが、回折光学面による色収差補正の依存度
が高くなるため、当該面の屈折力を強くせざるを得なくなる。従って、輪帯数が増えるこ
とで、フレアが発生しやすくなるため好ましくない。
【００２６】
また、本発明の撮像レンズは以下の条件式（８）から（１０）を満足することが望ましい
。
（８）１．０＜ｆ１／ｆ＜１．５
（９）－６．０＜ｆ２／ｆ＜－１．０
（１０）０．７＜ｆ３／ｆ＜２．４
ｆ１：第１レンズの焦点距離
ｆ２：第２レンズの回折光学面を含む焦点距離
ｆ３：第３レンズの焦点距離
ｆ　：撮像レンズ全系の焦点距離
【００２７】
　条件式（８）は小型化を維持しながらコマ収差および倍率色収差を良好な範囲に補正す
るための条件である。条件式（８）の上限値を上回る場合、第１レンズの屈折力が弱くな
り過ぎるため、低背化が困難になるとともに、非点収差が悪化する。条件式（８）の下限
値を下回る場合、低背化には有利になるが、コマ収差が増大する傾向になり、そのため倍
率色収差の補正が困難になる。
【００２８】
　条件式（９）は撮像レンズ全系の焦点距離に対する回折光学面を含む第２レンズの焦点
距離を規定するものであり、低背化と色収差の補正を良好に行うための条件である。条件
式（９）の上限値を上回る場合、第２レンズの負の屈折力が強くなり過ぎて、低背化が困
難になる。条件式（９）の下限値を下回る場合、第２レンズの負の屈折力が弱くなり過ぎ
て、第２レンズによる色収差補正が十分に機能しない。
【００２９】
　条件式（１０）は撮像素子への光線入射角度を適切なものとしながら、歪曲収差の良好
な補正およびバックフォーカス確保のための条件である。条件式（１０）の上限値を上回
る場合、第３レンズの屈折力が弱まるためバックフォーカスの確保には有利になるが、光
学全長の短縮が困難になるとともに倍率色収差も悪化する傾向になる。条件式（１０）の
下限値を下回る場合、バックフォーカスの確保が困難になるとともに撮像素子への光線入
射角度の制御が困難になる。さらに、歪曲収差の補正も困難になる。
【００３０】
　また、第１レンズから第３レンズの焦点距離の関係については、以下の条件式（１１）
を満足することがより好ましい。
（１１）－１．７＜ｆ２／（ｆ１＋ｆ３）＜－０．５
ただし、
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ｆ１：第１レンズの焦点距離
ｆ２：第２レンズの回折光学面を含む焦点距離
ｆ３：第３レンズの焦点距離
【００３１】
　条件式（１１）は第１レンズ、および第３レンズの正の屈折力に対する第２レンズの負
の屈折力を適切な範囲に規定するものであり、良好な色収差補正と低背化を維持するため
の条件である。条件式（１１）の上限値を上回ると、第２レンズの負の屈折力が相対的に
強くなるため、色収差の補正には有利になるが、低背化が困難になる。条件式（１１）の
下限値を下回ると、第２レンズの負の屈折力が相対的に弱くなるため、低背化には有利に
なるが色収差の補正が不十分になる。
【発明の効果】
【００３２】
　本発明によれば、近年の携帯端末機器等の薄型化に十分適応可能な低背、小型で、明る
く、３枚構成でありながら諸収差、特に色収差を良好に補正した高性能な撮像レンズを低
コストで提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
【図１】実施例１の撮像レンズの概略構成を示す図である。
【図２】実施例１の撮像レンズの球面収差、非点収差、歪曲収差、倍率色収差を示す図で
ある。
【図３】実施例２の撮像レンズの概略構成を示す図である。
【図４】実施例２の撮像レンズの球面収差、非点収差、歪曲収差、倍率色収差を示す図で
ある。
【図５】実施例３の撮像レンズの概略構成を示す図である。
【図６】実施例３の撮像レンズの球面収差、非点収差、歪曲収差、倍率色収差を示す図で
ある。
【図７】実施例４の撮像レンズの概略構成を示す図である。
【図８】実施例４の撮像レンズの球面収差、非点収差、歪曲収差、倍率色収差を示す図で
ある。
【図９】実施例５の撮像レンズの概略構成を示す図である。
【図１０】実施例５の撮像レンズの球面収差、非点収差、歪曲収差、倍率色収差を示す図
である。
【図１１】実施例６の撮像レンズの概略構成を示す図である。
【図１２】実施例６の撮像レンズの球面収差、非点収差、歪曲収差、倍率色収差を示す図
である。
【図１３】回折光学面の形状を示す模式図である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３４】
　以下、本発明に係る実施形態について、図面を参照しながら詳細に説明する。
【００３５】
　図１、図３、図５、図７、図９、図１１はそれぞれ、本発明の実施形態の実施例１から
実施例６の撮像レンズの概略構成図を示したものである。いずれの実施例も基本的なレン
ズ構成は同様であるため、ここでは実施例１の概略構成図と回折光学面の形状を表わす模
式図の図１３を参照しながら、本実施形態に係る撮像レンズの構成について説明する。
【００３６】
　図１に示すように、本発明の撮像レンズは、物体側から像側に向かって順に、物体側に
凸面を向けた正の屈折力を有する第１レンズＬ１と、開口絞りＳＴと、物体側に凹面を向
けたメニスカス形状で負の屈折力を有する両面が非球面の第２レンズＬ２と、像側に凹面
を向けたメニスカス形状で正の屈折力を有する両面が非球面の第３レンズＬ３とから構成
されている。第２レンズＬ２の物体側の面には回折光学面ＤＯＥが形成されており、第３



(9) JP 6292711 B2 2018.3.14

10

20

30

40

50

レンズＬ３の物体側の面および像側の非球面には光軸Ｘ上以外の位置に変極点が形成され
ている。また、第３レンズＬ３と撮像面ＩＭＧとの間には赤外線カットフィルタ等のフィ
ルタＩＲが配置されている。なお、このフィルタＩＲは省略することも可能である。本実
施形態に係る撮像レンズの光学全長やバックフォーカスの値はフィルタＩＲを空気換算し
た値として示してある。
【００３７】
　本実施形態の撮像レンズは、物体側から順に正、負、正のパワー配列としてテレフォト
性を高めることで低背化を容易にし、各レンズへの最適なパワー配分、および非球面を多
用することで性能の向上が図られている。本実施形態の撮像レンズは、良好な色収差補正
のために、第１レンズＬ１に低分散な材料を、第２レンズＬ２は高分散な材料を適切に組
み合わせることで、正の第１レンズＬ１で発生する色収差を両面が非球面の負の第２レン
ズＬ２で補正することに加え、負の第２レンズＬ２の物体側の凹面に適切な回折光学面Ｄ
ＯＥを形成することによって、従来困難だった色収差の問題の解決が図られている。また
、最も像側に位置する第３レンズＬ３の両面は光軸Ｘ上以外の位置に変極点が形成された
非球面形状になっており、撮像面ＩＭＧへの光線入射角を適切に制御するとともに、像面
湾曲と歪曲収差をバランスよく補正している。さらに、第３レンズＬ３の屈折力を正にし
ているため、第３レンズＬ３への光線入射角は小さく抑えられ、その結果第２レンズＬ２
の有効径が小さく抑えられている。従って、第２レンズＬ２で発生する球面収差、コマ収
差が抑制される構成になっている。
【００３８】
　なお、実施例１において、第１レンズＬ１は両凸形状になっているが、物体側に凸面を
向けた正の屈折力を有するメニスカス形状や、像側が平面の凸平形状であってもよい。
【００３９】
　第２レンズＬ２の物体側の面に形成された回折光学面ＤＯＥは、図１３に示すように開
口絞りＳＴに近い位置にあるため、開口絞りＳＴから出射した光線束φが大きな面積で入
射することで、回折効率を高めるのに有効な面である。ところで、輪帯の深さをｄ、設計
波長をλ、レンズ材料の屈折率をｎとすると、それぞれの関係はｄ＝λ／（ｎ－１）で表
され、輪帯の深さは１μｍ程度の微小な深さとなる。ここで、通常の回折光学面の設計は
、輪帯部は鋭いエッヂとして、また断面部ｃは光軸に平行な断面形状として設定されるが
、実際には加工Ｒによってエッヂ形状には形成されないし、断面部ｃは金型からの離型性
を良くする方向への傾斜面にすることが望ましい。その結果、輪帯部の実際の形状は先端
にＲが付いた傾斜面になっている。この傾斜の方向と回折光学面ＤＯＥに入射する光線の
との関係はフレアを抑制する上で非常に重要なものとなる。すなわち、レンズ系に平行に
入射する１ａ、１ｂ等の光線は、第１レンズＬ１から出射した後、光軸Ｘに近づく方向に
向かう。一方、回折光学面ＤＯＥの輪帯の断面部ｃは、第２レンズＬ２の物体側に形成さ
れていることで、物体側に向かって光軸Ｘから離れる方向に傾斜した面になっている。従
って、１ａ、１ｂ等の入射光線と断面部ｃとの角度は互いに平行に近づき、断面部ｃへの
光線入射角θは小さく抑えられることになる。従って、輪帯の断面部ｃで発生する乱反射
が最小なものとなり、フレアの発生が抑制できる。
【００４０】
　第２レンズＬ２の物体側の面の回折光学面ＤＯＥは、有効径内における輪帯の総数が１
０以下であり、像高ゼロの位置における光線束が通過する領域における輪帯数が５以下に
設定されている。像高ゼロの位置における光線束、すなわち光学系に入射する最も光量が
大きな光線束に対して、輪対の数を５以下に制限することは、前述した断面部ｃにおける
乱反射の量をさらに抑制することになる。また、軸外からの光線は断面部ｃに大きな入射
角度で入りやすくなるが、光量が小さい分、像高ゼロの位置における光線束よりも乱反射
の影響は受けにくい。しかし、本実施形態では有効径内における輪帯の数を１０以下に制
限することで軸外光線に対するフレアの発生も抑制する。
【００４１】
　本実施形態の撮像レンズは以下の条件式（１）から（１１）を満足することで、好まし
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い効果を奏するものである。
（１）８．０＜ｆｄｏｅ／ｆ＜２６．０
（２）２０＜νｄ１－νｄ２＜４０
（３）２０＜νｄ３－νｄ２＜４０
（４）０．８＜ｉｈ／ｆ＜０．９５
（５）０．２＜ｔ３／｜ｒ３｜＜０．６
（６）－１．２＜（ｒ１＋ｒ２）／（ｒ１－ｒ２）＜－０．６
（７）－７．０＜（ｒ３＋ｒ４）／（ｒ３－ｒ４）＜－１．２
（８）１．０＜ｆ１／ｆ＜１．５
（９）－６．０＜ｆ２／ｆ＜－１．０
（１０）０．７＜ｆ３／ｆ＜２．４
（１１）－１．７＜ｆ２／（ｆ１＋ｆ３）＜－０．５
ただし、
ｆ　：撮像レンズ全系の焦点距離
ｆｄｏｅ：回折光学面ＤＯＥの焦点距離
νｄ１：第１レンズＬ１のｄ線に対するアッベ数
νｄ２：第２レンズＬ２のｄ線に対するアッベ数
νｄ３：第３レンズＬ３のｄ線に対するアッベ数
ｉｈ：最大像高
ｆ１：第１レンズＬ１の焦点距離
ｆ２：第２レンズＬ２の回折光学面ＤＯＥを含む焦点距離
ｆ３：第３レンズＬ３の焦点距離
ｔ３：開口絞りＳＴから第２レンズＬ２の物体側の面までの光軸Ｘ上の距離
ｒ１：第１レンズＬ１の物体側の面の曲率半径
ｒ２：第１レンズＬ１の像側の面の曲率半径
ｒ３：第２レンズＬ２の物体側の面の曲率半径
ｒ４：第２レンズＬ２の像側の面の曲率半径
【００４２】
　また、本実施形態の撮像レンズは以下の条件式（１ａ）から（１１ａ）を満足すること
で、より好ましい効果を奏するものである。
（１ａ）９．０＜ｆｄｏｅ／ｆ＜２６．０
（２ａ）２５＜νｄ１－νｄ２＜３５
（３ａ）２５＜νｄ３－νｄ２＜３５
（４ａ）０．８＜ｉｈ／ｆ＜０．９５
（５ａ）０．２＜ｔ３／｜ｒ３｜＜０．６
（６ａ）－１．０＜（ｒ１＋ｒ２）／（ｒ１－ｒ２）＜－０．８
（７ａ）－７．０＜（ｒ３＋ｒ４）／（ｒ３－ｒ４）＜－１．５
（８ａ）１．０＜ｆ１／ｆ＜１．３
（９ａ）－５．５＜ｆ２／ｆ＜－１．２
（１０ａ）０．９＜ｆ３／ｆ＜２．３
（１１ａ）－１．６＜ｆ２／（ｆ１＋ｆ３）＜－０．５５
ただし、各条件式の符号は前の段落での説明と同様である。
【００４３】
　また、本実施形態の撮像レンズは以下の条件式（１ｂ）から（１１ｂ）を満足すること
で、特に好ましい効果を奏するものである。
（１ｂ）９．０１≦ｆｄｏｅ／ｆ≦２４．９６
（２ｂ）２８＜νｄ１－νｄ２＜３５
（３ｂ）２８＜νｄ３－νｄ２＜３５
（４ｂ）０．８＜ｉｈ／ｆ≦０．９３
（５ｂ）０．３３≦ｔ３／｜ｒ３｜≦０．４６
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（６ｂ）－１．０≦（ｒ１＋ｒ２）／（ｒ１－ｒ２）≦－０．８５
（７ｂ）－６．５８≦（ｒ３＋ｒ４）／（ｒ３－ｒ４）≦－１．７８
（８ｂ）１．１８≦ｆ１／ｆ≦１．２６
（９ｂ）－５．２６≦ｆ２／ｆ≦－１．３６
（１０ｂ）１．０４≦ｆ３／ｆ≦２．１６
（１１ｂ）－１．５４≦ｆ２／（ｆ１＋ｆ３）≦－０．６１
ただし、各条件式の符号は前の段落での説明と同様である。
【００４４】
　本実施形態の撮像レンズによれば、対角比が０．８以下と低背で、Ｆ値が２．４以下と
明るく、全画角（２ω）で８０°以上で広角に対応しながらも、高い解像能力を備えた撮
像レンズを実現する。
【００４５】
　本実施形態では、すべてのレンズ面を非球面で形成している。これらのレンズ面に採用
する非球面形状は光軸方向の軸をＺ、光軸に直交する方向の高さをＨ、円錐係数をｋ、非
球面係数をＡ４、Ａ６、Ａ８、Ａ１０、Ａ１２、Ａ１４、Ａ１６としたとき数式１により
表わされる。
【００４６】
【数１】

 
【００４７】
　また、本実施形態において、第２レンズＬ２の物体側に形成される回折光学面は、位相
差をＰ、位相差関数係数をＢ２ｉ（ｉ＝１から８）としたとき数式２で表わされる。
【００４８】

【数２】

【００４９】
　次に本実施形態に係る撮像レンズの実施例を示す。各実施例において、ｆは撮像レンズ
全系の焦点距離を、ＦｎｏはＦナンバーを、ωは半画角を、ｉｈは最大像高を、ＴＬＡ、
及びｂｆはフィルタＩＲを空気換算した際の光学全長、バックフォーカスをそれぞれ示す
。また、ｉは物体側から数えた面番号、ｒは曲率半径、ｄは光軸上のレンズ面間の距離(
面間隔)、Ｎｄはｄ線（基準波長）の屈折率、νｄはｄ線に対するアッベ数をそれぞれ示
す。なお、非球面に関しては、面番号ｉの後に＊（アスタリスク）の符号を付加して示す
。また、回折光学面に関しては面番号ｉの後ろにＤＯＥの符号を付加して示す。
【実施例１】
【００５０】
　基本的なレンズデータを以下の表１に示す。
【００５１】
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【表１】

 
【００５２】
　実施例１に係る撮像レンズの条件式（１）から（１１）の値を表７に、回折光学面の輪
帯数を表８に示す。表７に示すように実施例１の撮像レンズは条件式（１）から（１１）
の全てを満たしている。また、有効径内における輪帯数が８であり、光軸上に結像する光
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線が通過する領域における輪帯数が４になっており、フレアの発生を抑制する条件を満た
している。
【００５３】
　図２は、実施例１の撮像レンズについて球面収差（ｍｍ）、非点収差（ｍｍ）、歪曲収
差（％）、および倍率色収差（μｍ）を示したものである。これらの収差図において、球
面収差図にはＦ線（４８６ｎｍ）、ｅ線（５４６ｎｍ）、ｄ線（５８７ｎｍ）、Ｃ線（６
５６ｎｍ）の各波長に対する収差量を示し、非点収差図にはｄ線におけるサジタル像面Ｓ
の収差量とタンジェンシャル像面Ｔの収差量を示し、倍率色収差図にはｄ線を基準波長と
した際のＦ線（４８６ｎｍ）、ｅ線（４８６ｎｍ）、Ｃ線（６５６ｎｍ）の収差量をそれ
ぞれ示す（図４、６、８、１０、１２において同じ）。
【００５４】
　図２に示されるように、実施例１に係る撮像レンズによれば、色収差が良好に補正され
、その他の収差も好適に補正される。さらに、Ｆ値は２．４で明るく、対角比は０．７５
で十分低背化されているとともに、２ωで８４°もの広い画角の撮影を可能にする。
【実施例２】
【００５５】
　基本的なレンズデータを以下の表２に示す。
【００５６】
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【表２】

 
【００５７】
　実施例２に係る撮像レンズの条件式（１）から（１１）の値を表７に、回折光学面の輪
帯数を表８に示す。表７に示すように実施例２の撮像レンズは条件式（１）から（１１）
の全てを満たしている。また、有効径内における輪帯数が９であり、光軸上に結像する光
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線が通過する領域における輪帯数が４になっており、フレアの発生を抑制する条件を満た
している。
【００５８】
　図４は、本実施例２に係る撮像レンズについて球面収差（ｍｍ）、非点収差（ｍｍ）、
歪曲収差（％）、および倍率色収差（μｍ）を示したものである。図４に示されるように
、本実施例２に係る撮像レンズによっても、色収差が良好に補正され、その他の収差も好
適に補正される。さらに、Ｆ値は２．４で明るく、対角比は０．７５で十分低背化されて
いるとともに、２ωで８３°もの広い画角の撮影を可能にする。
【実施例３】
【００５９】
　基本的なレンズデータを以下の表３に示す。
【００６０】
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【表３】

 
【００６１】
　実施例３に係る撮像レンズの条件式（１）から（１１）の値を表７に、回折光学面の輪
帯数を表８に示す。表７に示すように実施例３の撮像レンズは条件式（１）から（１１）
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の全てを満たしている。また、有効径内における輪帯数が１０であり、光軸上に結像する
光線が通過する領域における輪帯数が４になっており、フレアの発生を抑制する条件を満
たしている。
【００６２】
　図６は、本実施例３に係る撮像レンズについて球面収差（ｍｍ）、非点収差（ｍｍ）、
歪曲収差（％）、および倍率色収差（μｍ）を示したものである。図６に示されるように
、実施例３に係る撮像レンズによっても、色収差が良好に補正され、その他の収差も好適
に補正される。さらに、Ｆ値は２．４で明るく、対角比は０．７５で十分低背化されてい
るとともに、２ωで８３°もの広い画角の撮影を可能にする。
【実施例４】
【００６３】
　基本的なレンズデータを以下の表４に示す。
【００６４】
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【表４】

【００６５】
　実施例４に係る撮像レンズの条件式（１）から（１１）の値を表７に、回折光学面の輪
帯数を表８に示す。表７に示すように実施例４の撮像レンズは条件式（１）から（１１）
の全てを満たしている。また、有効径内における輪帯数が８であり、光軸上に結像する光
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線が通過する領域における輪帯数が３になっており、フレアの発生を抑制する条件を満た
している。
【００６６】
　図８は、本実施例４に係る撮像レンズについて球面収差（ｍｍ）、非点収差（ｍｍ）、
歪曲収差（％）、および倍率色収差（μｍ）を示したものである。図８に示されるように
、実施例４に係る撮像レンズによっても、色収差が良好に補正され、その他の収差も好適
に補正される。さらに、Ｆ値は２．３で明るく、対角比は０．７５で十分低背化されてい
るとともに、２ωで８３°もの広い画角の撮影を可能にする。
【実施例５】
【００６７】
　基本的なレンズデータを以下の表５に示す。
【００６８】
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【表５】

 
【００６９】
　実施例５に係る撮像レンズの条件式（１）から（１１）の値を表７に、回折光学面の輪
帯数を表８に示す。表７に示すように実施例５の撮像レンズは条件式（１）から（１１）
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の全てを満たしている。また、有効径内における輪帯数が７であり、光軸上に結像する光
線が通過する領域における輪帯数が３になっており、フレアの発生を抑制する条件を満た
している。
【００７０】
　図１０は、本実施例５に係る撮像レンズについて球面収差（ｍｍ）、非点収差（ｍｍ）
、歪曲収差（％）、および倍率色収差（μｍ）を示したものである。図１０に示されるよ
うに、実施例５に係る撮像レンズによっても、色収差が良好に補正され、その他の収差も
好適に補正される。さらに、Ｆ値は２．３で明るく、対角比は０．７５で十分低背化され
ているとともに、２ωで８３°もの広い画角の撮影を可能にする。
【実施例６】
【００７１】
　基本的なレンズデータを以下の表６に示す。
【００７２】
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【表６】

【００７３】
　実施例６に係る撮像レンズの条件式（１）から（１１）の値を表７に、回折光学面の輪
帯数を表８に示す。表７に示すように実施例６の撮像レンズは条件式（１）から（１１）
の全てを満たしている。また、有効径内における輪帯数が５であり、光軸上に結像する光
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線が通過する領域における輪帯数が２になっており、フレアの発生を抑制する条件を満た
している。
【００７４】
　図１２は、本実施例６に係る撮像レンズについて球面収差（ｍｍ）、非点収差（ｍｍ）
、歪曲収差（％）、および倍率色収差（μｍ）を示したものである。図１２に示されるよ
うに、実施例６に係る撮像レンズによっても、色収差が良好に補正され、その他の収差も
好適に補正される。さらに、Ｆ値は２．３で明るく、対角比は０．７５で十分低背化され
ているとともに、２ωで８３°もの広い画角の撮影を可能にする。
【００７５】
【表７】

 
【００７６】

【表８】

 
【００７７】
　以上、説明したように、本発明の実施の形態に係る撮像レンズは、近年の携帯端末機器
等の薄型化や高密度化された撮像素子に十分適応可能な低背、小型で、明るく、広画角で
ありながら、諸収差が良好に補正された高性能な３枚構成の撮像レンズを低コストで提供
することが可能である。
【産業上の利用可能性】
【００７８】
　本発明の各実施の形態に係る３枚構成の撮像レンズは、小型化、薄型化が進むスマート
フォンや携帯電話機およびＰＤＡ（Ｐｅｒｓｏｎａｌ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ａｓｓｉｓｔａ
ｎｔ）やゲーム機、ＰＣなどの情報端末機器、更にはカメラ機能が付加された家電製品等
に搭載される撮像装置に適用した場合、当該装置の薄型化への寄与とともにカメラ機能の
高性能化を図ることができる。
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【符号の説明】
【００７９】
ＳＴ：開口絞り
Ｌ１：第１レンズ
Ｌ２：第２レンズ
Ｌ３：第３レンズ
ＤＯＥ：回折光学面が形成された面
ＩＲ：フィルタ
Ｘ　：光軸
ＩＭＧ：撮像面

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】



(26) JP 6292711 B2 2018.3.14

【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】
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